
（令和6年12⽉1⽇〜令和7年3⽉31⽇に受けた意⾒・提案）

意⾒、提案の概要 担当所属 反映・対応状況 事業
区分 事業名 予算額

空き家について、適正な管理・利活用を早急に
進めていくべきだ。

中山間・地
域振興課

　空き家の利活用や除却、発生抑制等に取り組む市
町村に対し積極的に支援するとともに、市町村との空
き家対策に係る勉強会や関係団体との意見交換会を
開催するなど連携にも努めています。
　さらに令和8年度においては、空き家の利活用に係
る助成制度の支援対象を拡充するほか、関係団体の
育成強化等の事業を新たに行う予定としています。

拡充 空き家利活用・抑制推進事業 43,500

（令和7年4⽉1⽇〜令和7年11⽉30⽇に受けた意⾒・提案）

意⾒、提案の概要 担当所属 反映・対応状況 事業
区分 事業名

予算額
※補正予算対
応は「-」表示

消費生活相談員確保のための取組が必要で
はないか。

消費生活セ
ンター

　相談員の人材確保を目的として、相談員の仕事説
明会の開催や資格取得を支援する事業を令和8年度
に実施することとしています。

拡充 消費生活相談員担い手養成事業 2,648

夢みなとタワーのエレベーターの更新工事をお
願いしたい。

観光戦略課 　中長期保全計画に合わせ、夢みなとタワーエレベー
ターのうち油圧式の4台について、機械室レスロープ
式への更新を検討し、令和8年度に実施設計業務を
行うこととしています。

拡充 夢みなとタワー管理委託費（エレ
ベーター更新設計）

7,054

行政として結婚を推進することも必要だ。 子育て王国
課

　引き続き、とっとり出会いサポートセンター「えんト
リー」の設置・運営を通じた出会いの場を提供するとと
もに、民間の結婚支援サービス事業者と連携した大
規模イベントを実施予定です。
　また、えんトリーマッチングシステムを改修し、オンラ
インでの入会登録を可能にすると同時に、自宅でもお
相手の情報を閲覧できる機能を強化し、利用者の利
便性を向上させます。

拡充 とっとり婚活応援・カップル倍増プロ
ジェクト事業

73,804

中小企業への支援に税金を使ってほしい。 企業支援課 　従前から様々なメニューを提供し支援にあたってお
り、引き続き、県内中小企業の経営安定に向け、各事
業において支援に取り組んでいきます。

拡充 ・地域の未来を創る賃上げ・価格適
正化進事業
［令和7年12月補正］
　2,000,000千円
・米国関税影響下における県版
セーフティネット構築事業
［令和7年12月補正］
　78,105千円
・特別高圧電力料金高騰対策支援
事業
［令和7年12月補正］
　200,000千円

－

・産業未来共創事業
・地域の未来を創る賃上げ・価格適
正化推進事業
・企業自立サポート事業（制度金融
費）
・とっとり企業支援ネットワーク連携
強化事業

2,144,989
112,200

1,148,176

19,664

県内で定住し続ける若者にも支援があると良
いと思う。

政策統轄課 　引き続き、手厚い子育て支援策や県内就職者の奨
学金返還の助成などを実施し、県内に定住していただ
けるような取組を実施します。
　また、新たに若者の鳥取ファンを増やし、将来的な
県内就職・定着のきっかけとするため、若者版ふるさ
と来LOVEとっとりメンバーシップ制度を創設します。情
報発信ツールとしてLINE版にリニューアルした「とりふ
る」を活用し、情報提供や会員同士のコミュニティ形成
を図ります。

新規 未来につながる関係人口拡大・強
化事業（若者版ふるさと来LOVE
とっとりの創設）

6,000

淀江駅－下北条駅間でもICOCAを導入してほ
しい。

交通政策課 　県及び沿線市町等で構成する「山陰本線・福知山線
鉄道整備・利用促進協議会(R7.11.12要望)」、「JR線・
智頭線中部地区利用促進協議会(R8.1.6要望)」でJR
西日本山陰支社へ働きかけを行いました。また令和7
年11月23日には県内未導入14市町とともにJR西日本
山陰支社への働きかけを行っており、今後、バスを含
めICOCAの普及・利用促進を進めるとともに必要に応
じて引き続きJR等への働きかけを行っていきます。
　合わせて、JR西日本のICOCAエリア拡大を見据え、
ICOCAの利用促進について支援を行うこととしていま
す。

新規 公共交通活性化推進事業（公共交
通利用促進事業）

7,500

免許がなくても生活できるようコミュニティバス
等を整備してほしい。

交通政策課 拡充 コミュニティ・ドライブ・シェア（鳥取
型ライド・シェア）推進事業

488,799

地域バス交通等体系整備支援事
業

372,494

県⺠の声等を取り⼊れた事業⼀覧

（単位︓千円）

　圏域ごとの公共交通計画、公共交通会議の議論に
基づく、バス事業者による路線バスの運行への支援
並びに市町村によるコミュニティバスの運行及び免許
返納者等を対象としたバス・タクシー利用助成への支
援を継続します。
　また、交通事業者による交通サービスの供給力を維
持・確保する観点から、交通事業者が行うドライバー
確保の取組への支援を拡充することとしています。

（単位︓千円）


